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説 明 資 料 



  

一般職の身分の取扱いに関する法令 

 

 

○地方公務員法 (昭和 25 年法律第 261 号) 

(一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員) 

第 3 条 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 

2 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 

3 特別職は、左に掲げる職とする。 

 一 就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職 

一の二 地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 

一の三 地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 

二 法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委

員及び委員会(審議会その他これに準ずるものを含む。)の構成員の職で臨時又は非常勤のもの 

三 臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 

四 地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの 

五 非常勤の消防団員及び水防団員の職 

 

（分限及び懲戒の基準） 

第 27 条 全ての職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。 

2 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、若しくは免職さ

れず、この法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に反して、休職されず、又、条例

で定める事由による場合でなければ、その意に反して降給されることがない。 

3 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、懲戒処分を受けることがない。 

 

（降任、免職、休暇等） 

第 28 条 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、又は免職す

ることができる。 

一 勤務成績が良くない場合 

二 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

三 前二号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合 

四 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

2 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、その意に反してこれを休職することができる。 

一 心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

二 刑事事件に関し起訴された場合 

3 職員の意に反する降任、免職、休職及び降給の手続き及び効果は、法律に特別の定がある場合を除く

外、条例で定めなければならない。 

４項省略 

 

 



  

○市町村の合併の特例に関する法律 (昭和 40 年法律第 6号) 

(職員の身分取扱い) 

第 9 条 合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職にある合併関係市町村の一般

職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措置しなければならない。 

2 合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員のすべてに通じて公正に処理

しなければならない。 

 

 



  

先進事例 

 

 

■あきる野市 

① 2 市町の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

② 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるものとする。

③ 職名については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、調整し統一を図る。 

④ 給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図る。なお、現職員につい

ては、現給を保証し、合併後速やかに給料の格差是正を行うものとする。 

 

■篠山市 

① 篠山町、西紀町、丹南町、今田町及び多紀郡広域行政事務組合の一般職の職員は、すべて新町の職

員として引き継ぐものとする。 

② 職員の定数の合計については、現行定数を移行するものとし、各区分毎の定数の割り振りについて

は、合併時に調整する。なお、合併後は、職員の定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努め

るものとする。 

③ 職員の職名については、合併時に調整し統一を図る。 

④ 給与については、町村会準則給料表を基準とし、級別標準職務表は合併時に調整し統一を図る。な

お、現職員については、現給を保証する。 

 

■西東京市 

① 2 市の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

② 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努めるものとする。

③ 職名及び任用要件については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、調整し、統一を図る。

④ 給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図る。なお、現職員につい

ては、現給を保証する。 

 

■さいたま市 

① 一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

② 任免及び勤務条件については、人事管理や職員の処遇の適正化の観点から調整し統一を図る。特に、

給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図る。 

 

 


